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土地問題 と土地政策に関する考察

一大阪都市圏を例 として一

實 清 隆*

OntheLandPriceHikeProblemanditsPolicy

ReferringtotheCaseofOsakaMetropolitanArea

KiyotakaJITSu

摘 要

著者はこの論文の中で、地価形成が土地利用の変動に何如なる関係をもつかを明らかにする

と共に、1980年 代の後半に生 じて来た地価高騰が、具体的にどのような影響を及ぼ して来てい

るのかを大阪都市圏をフィール ドに実証 し、同時に、土地政策についての提言について も論 じ

た。

地価高騰の実態と要因

地価は首都圏で、1986年 から、大阪圏では1987年 から急騰 して来た。地価は基本的には、そ

の土地か ら生 じる 「純益」がそのベースにあるため、GNPの 増加 トレソドと、地価のそれと

は1985年 まではほ∫パラレルに対応 していた。 しか し、1986年 からは、それ迄とは一段異なっ

た烈 しい地価の上昇が見られた。(図1・2)
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図2.3大 都 市圏住宅地平均 価格の推移(m')

このことは、1986年 から、地価形成 をめぐって、新たな事態が生 じた事を意味する。

その契機 となったものは、金利の急激 な低下がある。1985年 迄は公定歩合が6.0%で あった

が、1986年9月 には同3.8%87年3月 には同3.6%と 低下 していた。 この金利の低下が、 「金余

り」の状況の中で、 「土地神話」に拍車をかけ、土地に投資が集中す る契機を作 った。ひとた

び地価高騰に火がつくや、金融機関による不動産業者への貸 し出 しが洪水のように注ぎ込まれ

た。即ち、全国銀行の東京都での不動産部門への半年間の貸出 し伸び率が、1987年3月 期では

26.5%に も昇 り、同年9月 期に降下 し、下火になるが、大阪府では、1989年9月 期で40.3%と

その前期に比して急激な増 になっている点は、銀行が融資先鞭として、値上が りの急な不動産

業にその力点を置き地価を上げてきた事を意味する。(図3)
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更に銀行以上に、 「ノソバソク」部門も銀行以上に急なテソポで不動産部門への融資 を強め

た。その貸出残高は、1986年 は18兆 円に過ぎなかったが、1989年 には、実に45兆円と、全国銀

行のそれとほぼ同額にもなった。(図4)
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図4ノ ソバ ンクの貸出残高の推移

このような不動産部門への融資にも支えられ、活発な土地需要を促 し、地価が急速に上がり

出したのは確かではあるが、更に、もう一面、ジリジリと地価を上昇させた幾つかの要因もあっ

た。

即 ち、70年 代の後半から急速に進み出 した日本の企業による海外投資がある。 とくに、1980

年代の後半から大幅な増額とな り、海外投資からもた らされる純益が、1989年 には17兆 円を超

えている。 これらの海外へ投資する企業の本社が、東京をメイソに、大阪、名古屋などの巨大

都市にあり、その流入 した純益がそこにもたらされ、そのことが、当該地での地価を高める要

因を作って きている。 この対外投資からの利益の流入額は1986年 以降、毎年3兆 円ずつ増額 し

てお り1989年 には海外に支社 ・出張所を数多 くもつ有力企業(こ れらの企業の本社、東京など

の中心部を占拠 している)の 全利益額の30%近 くにも昇っている。つまり 「国際化」に伴う海

外への活発な投資や企業活動が地価高騰の一因となっている。(大 蔵省金融統計月報)

このような要因のほかに、 日本企業が持つ構造的な要因も無視出来ない。即 ち、地価形成の

「源」たる 「利益」・「純益」の源泉を見 ると、 日本企業の場合、剰余価値率(剰 余価値/可 変

資本)が 、欧米に比 して高 く、かつ、その配分率が付加価値について言えば欧米では、60:40

で労働の側が高いのに比 して、 日本では逆 に40:60で 、資本の側の取 り分が高い。従 って、日

本の場合、企業の方が、勤労者に比べて、剰余価値額、即ち、地代負担力の点で優位に立って

いる。つま り、企業の方がイニシアチブを握って、場所的に有利な土地を獲得 し、勤労者用の

住宅地の地価をつ り上げる結果を招いている。

また、この剰余価値率が高い という事は同時に、好景気で、投資活動が活発であればあるほ

ど、企業にとっての剰余価値額が上が り、その分、地価上昇が著 しくなるのに対 し、勤労者の

側は、それとは対象的に、地価形成力が企業に比べて弱まり、地価獲得力が弱まる、つまり、

勤労者にとっては、景気が良 くなればなるほど地代負担力に関 して企業にハソディをつけられ、

住宅地の獲得が難 しくなって くることを意味する。

地価高騰対策にとって、企業に過度の利益を集積 されないためにも、税制度も大きな意味を

もつ。即ち、地価というものが、純益の多さからのベースとなるものであるから、その 「純益」

(キャピタルゲイソを含め)を巧 く、税の形で吸収さえすれば、自から地価は下がるものである。
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だが、皮肉にも日本の税制度は、儲ければ儲けるほど 「税率」は低 くなっているのである。

(図5)
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即ち、資本金の規模別の実効税率を見ると、資本金500万 円 レベルまでは、税率は漸増 して

いるものの、500万 円を超 えると、奇妙にも、実効税率は下がってい く。大企業 への数々の

「優遇措置」などがその要因である。ともかく、大儲け して、地代負担力のある企業への税負

担率が低いのであるから、当然その高い地代力をバックに大企業の立地が著 しい大都市都心の

地価を上昇 させる要因を作 る。

更に、土地税制では、税金の対象となるベースが、実勢地価の10分 の1に 満たない(固 定資

産税の算出の根拠 となる地価は、実勢地価より2～3割 低い標準地価(公 示地価)の 約10分 の

1に 設定 されている場が一般である。)た めに、 「帳簿の価格」 と 「含み益」を含んだ土地資

産額の間に大きな乖離があるうえに税が安 くなっている。固定資産税は課税対象額の1.4%と

所得税に比べとてつもな く安いため、有力企業は、利益かくしのため、競って、土地を買い占

めに走 った。1988年 の大企業の 「含み益」は実 に434兆 円にものぼる。(若 し、これを所得税

並みに課税すれば、300兆 円は下 らないと言われている。実に国家予算の5倍 にはなる)。

このように、日本では、大企業への課税が甘 くなっている事やその他の構造的要因のため、

益々、大都市の 「0等地」の地価は上がって行 く。その煽 りを受け、周辺の地価がつり上が り、

資産のない民(と りわけ、新入 りの勤労市民)に とっては、土地 ・家の確保が難 しいものとなっ

てきたようである。次に土地政策を検討す る前に土地利用と地価 との具体的な事実関係につい

て検討す る。
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地価と土地利用の関連について

地価と土地利用の関連についての レビュー

地価 と土地利用との関連研究に関 しては、第二次大戦後になって、盛んになって来た。その

先鞭 となったのは ウィ リアム=ア ロソゾ1)である。彼は、土地利用の解明に、近代経済学の価

格理論 を導入 した。付け値曲線(bidrentcurve)を 作成 し、距離帯別に見て、どの利用がオ

プテ ィマム(optimum)に なるのかを検定 した。彼の考え方は、チェーネソの 「孤立国」で

展開されている農業立地論がそのヒソ トになっている。アロソゾ以降、工学 ・経済学 ・地域 ・

地理学の分野などで、この種の研究が続々とでてきた。

石原2)は社会工学的サイ ドから、宅地率 ・事業所密度 ・新着工住宅戸数 ・火災の発生件数 ・

都心からの所要時間を説明変数にとって、住宅地価形成要因の解明にアプローチしている。

天野等3)は都市の諸活動を立地要因にとり、クラスター分析する中で、地価の意味を探ろ う

とした。

中原 ・太田のは地価により、土地利用形態が異なって現出 している点に着 目し、札幌をフィー

ル ドに土地利用の需要予測を行った。彼等は土地利用形態を 「商業専用」 「工業専用」 「住商

工混合」 「住宅専用」の5種 に分け、土地利用の型を目的変数に、地域特性を説明変数 とした

判別分析を地価の階層別に行い、 この結果を基に土地利用型の予測を行った。 しかし、 この分

析 も、最近の高層化(土 地利用の高度化)、 郊外への大規模な工業の団地化の状況下で もこの

理論が適用出来 るか疑問が残る。

地理学関係では脇田5)が金沢 ・仙台の各市をフィール ドに、 「地価 ・地代」の乖離 を検討す

るなかで、中心商業地に立地する生業的な各種の小売店の存立基盤を診断 している。ただし、

この乖離が具体的に、土地利用にどのような変化を及ぼしているかの論及はなかった。

著者の地価形成と土地利用変動に対する考え方

土地利用形態の変化は各土地利用間の競合にあ り、その変化にはその土地を占有する力、即

ち、地代負担力がそのベースに働いているものと著者はとらえる。6)～8)そこでさまざまな土地

利用の地代負担力の源泉は 「その土地を利用する事によって生ず る超過利潤」にあると考え、

面積当りの超過利潤額を割 り出し、それを利子還元する事により、 「実質地価(収 益還元地価)」

を算出 した。

この実質地価なる概念を作 り出す意義は次のとお りである。

1)土 地利用変化は基本的には、土地利用間の 「競合」であ り、土地利用に関 して、地代負担

力の高い用途が、より低い用途に入れ替わ り得 るが、その際、この概念が、地代負担力を表現

するイソディケーターとして採用出来る。

2)こ の 「実質地価」と 「実勢地価」は常に均衡状態に動いてお り、当該地域の実質地価 と

実勢地価との差こそが、土地利用変動を惹起するものと考えられる。即ち、当該の 「実質地価」

が 「実勢地価」より高ければ、両地価が均衡するより良い位置 まで移動と得る。逆の場合は、

両地価が均衡する条件の悪い位置まで退 くことになる。以上の考え方を適用すると土地利用変

動の移動の距離 と方向について推測す る事が出来る。

なお住宅地の実質地価については、企業における 「超過利潤」にあたるものとして、 「貯蓄」

(単なる預金のみでな く、株式の土地などを含めた広範の貯蓄)を 持 った。その理 由は、住宅

地 自体、 「利潤」を生むものではないが、そこで生活 をし、何がしかの 「剰余」(家 計収入一

労働力の再生産に必要な支出)が 生 じるので、それを企業でい う 「超週利潤」にみな し得るイ
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ソディケーターとして取 り上げた。

以下、各土地利用毎の実質地価の算出方法を説明する◎

実質地価算出方法

(商業地)

小 売 業;単 位面積当 りの商品販売額 ×0.02÷0.05

(従業員数などはっきりしないもの)(縢 號 ρ霜學鰐 舞哲欝 て)
銀 行;単 位面積当 りの預金額 ×0.∞6

(銀行協会調査の全国銀行財務諸表分析から)

デパー ト;{(粗 利益=売 り上げ×0.2)一(配 当一金利=粗 利益 ×0.05)一(労 賃)一(そ の他の

費用=粗 利益 ×0.60)}÷(敷 地面積)÷0.05

(工業地)

{(付加価値額)一(人 権費)一(利 子 ・配当)一(減 価償却費)}÷(工 場敷地面積)÷0.05

(利子率5%と した。)

(住宅地)

各地域毎に、敷地面積当りの貯蓄の純増減を利子還元

以上の算出について以下 コメソ トを加える。

1)商 業地について

実質地価を算出するためには、まず当該の土地利用についての面積が必要であるが、商業地

については、通産省の商業統計から、市区町村毎に、販売額と共に、売り場面積が得られる。

ここに、その殆んどが一階のみで営業 している一般小売店については、中小企業庁の小売業の

費用構成分析から、販売額に対する純益率が、過去20年 で、2%で ある事から、利子率を5%

として、この実質地価は

坪当た りの商品販売額 ×0.02÷0.05と 算出される。

又、百貨店についても、市町村毎に、1店 舗当たりの販売額 と従業員数が得られ、中小企業

庁の費用構成分析から、

精利益=販 売額 ×0.2、配当+金 利=粗 利益×0.05、 減価償却・広告・通信等=粗 利益×0.60

とな り、労賃は、当該地域での大規模小売店従業員の平均賃金 ×従業員数。面積については、

住宅地図により計測(例 えば、札幌市では500坪)し 算出する。よって、百貨店の実質地価は、

{(粗利益=販 売額 ×0.05)一(配 当+金 利=粗 利益 ×0.05)一(労 賃)一(減 価償却:広 告・

通信費等=粗 利益 ×0.60)}÷(敷 地面積÷0.05)

なお、卸売業については、販売額については、データーが得 られるものの、その面積につい

ては、その多様性のため計測が出来ない。サービス業についても同様である。

銀行については、日本銀行協会調査の市区町村別1店 舗当た りの預金額が得 られる。同協会

調査の全国銀行財務諸表分析の利益配分=構成を参照にすると、超過利潤額=預 金額 ×0.006と

なる。又、面積については、百貨店 と同様に、市区毎に、住宅地図に基づいて、1店 舗平均を

計測す る。(例 えば、札幌では500坪 とする。)よ って、銀行の実質地価は、

坪当りの預金額 ×0.006÷0.05

となる。

2)工 業地 については、通産省の工業統計により、製造業について、面積当たりの付加価値額

が市区町村毎に得 られる。次に、中小企業の付加価値構成を参照にして、超過利潤を算出した。

なお、規模別(大:従 業員300人 以上、中:同30～299人 、小:同29人 以下)の 超過利潤は同白
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書の規模別付加価値構成分析を参照に した。以上、面積当たりの超過利潤を計算 した後、利子

還元 して工業地の実質地価を求めた。

3)住 宅地については、まず、貯蓄動向年報の5(又 は10)分 位別の年間当た りの純貯蓄額

(貯蓄一負担)を 出す。次にそれを当該地域の平均住宅敷地面積で除 し、さらに、上記年報の

都市規模別(巨 大都市、大都市、中都市、小都市)の 貯蓄額格差で補正 して算出する、それを

利子還元 して、当該地域の規模別の住宅地の実質地価を算出する。

大阪都市圏にみる 「実質地価」と土地利用の実証例

大阪都市圏は、JR、 阪急、阪神、近鉄、南海など比較的、公共交通機関が発達 しており、

人 口・企業の集中 ・分散 もこれ らの交通網に沿 って進行 している。大阪圏について、実質地価

曲線を描 き、これに、土地利用毎の 「実質地価」を対比させ るとともに、土地利用形態の変化

の論理とその実態を、1960年 代の高度経済成長期 とごく最近の1988年 の二時点について検討 し

た。

その結果、以下の事が分った。まず、1960年 代のケースでは、

1)C.B.Dの 商業地を構成する機能を代表す る銀行、デパー ト、専門店についてみると、

銀行については、最高地価を上回っており、地価プライスリーダーの一翼を担っている。デパー

トについても、都心の0.6kmの 地点で、当該の実質地価 と実勢地価が均衡 している。 この事は、

又、大半のデパー トが、都心よ り1-3kmに 分布するだけに、デパー トも立地点での実質地価

が、実勢地価 よりやや高 く、地価の高騰 に一役買っている。(図6.7)

地
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図6.大 阪市東部 におけ る地価 曲線 と実質地価 地 価 源 泉(昭 和40年大阪府,坪 当た り)
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図7.大 阪市及 びその周辺 の都市 化状況
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2)住 宅地について言えば、図6.7よ り、理論的に所得階層で5分 の1位(Aク ラス)は 大

阪市内でも十分負担力に耐え、転出する際には、枚方、宝塚 と言った高燥で、静かな土地での

地代負担力にも耐える事が出来、所得の5分 位の3位(Bク ラス)で は門真、寝屋川、大東、

東大阪と言った低湿地でやっと地代負担力が均衡 し、それより下の クラスでは都市圏内のどの

場所も、自力では地代負担力に耐えかねて、出来ない事になる。

事実、上記の理論を裏付けるように、居住者の所得が、丘陵地 に卓越 している宝塚、芦屋、

西宮、箕面、生駒、長岡京と言った各市が高 く、守 口、門真、寝屋川、尼崎 と言った低湿地で

出水の危険性の高い住宅地とか、この場の公害に悩まされている地域での所得が低 くなってい

る。なお、母都市である大都市の所得がやや低いのは、JR環 状線の周縁に、ホーム レス的労

務者階層や社会的被抑圧的階層がスラム的に住み着 くなど、所得の低い階層が郊外へ転出する

余力がな く滞留 している点 も大 きい。 このように、階層による 「住み分け」が地代負担力にも

とついてなされていた。

3)工 場については60年 代の高度経済成長期には郊外へ大量(1年 間で大阪府内で5000haも

の転用があった。)に建設 され、同時に、階層によって転出場所に差が出て来た。即ち、国道1
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号線やJRな ど工場にとって転出条件のより優れている淀川右岸と比較的条件の悪い淀川左岸

では進出する工場の規模に格差がある。前者が一一件当た り600m2以 上の比較的大規模な工場が

多 く、後者は300m2未 満の中小零細工場が多い。つまり、淀川右岸の地価の高い所は、それに

ふさわ しい地代負担力のある有力工場が進出した。

まだ、この工場進出が住宅地域に混在ないし近接するいわゆる 「住工混在地域」を多 く現出

した。この要因は 「住宅」と 「工場」の地代負担力が酷似 し、同等の土地を選定する可能性が

強かった事や、行政的にも、住み分けについての規制が甘かった事に起因す る。

1970年代にはいると、大阪の土地利用パター ソにも変化が出てきた。まず、工場について言

えば、農地から工場地への転換が著 しく減少 した。1980年 代は60年 代のそれと比較 して平場転

用面積は15%ま で落ち込んでいる。 また、1980年 代に入 ると、円高傾向も手伝い、産業の海外

投資 も急増、海外生産率 も1990年 には1割 をこえた。

また商業について言えば、1960年 代の後半か ら70年代にかけ、大阪の都心周辺からは、府下

の主要私鉄駅前で、再開発プロジェク ト(:大 阪市内1件 、府下11件)が 進行 し、同時に、スー

パーを中心とした大型小売店 もこれに伴 って進出 した。

こういう状況下で、1988年 から大阪都市圏にも、その2年 前に、東京に発 した地価高騰の波

が ドッと押 し寄せた。ここに、1988年 現在の地価曲線を描 き、土地利用形態がいかに変化 して

いるかを検討 した結果、次の事が分かった。

1)階 層別による住み分けが継続 している。低所得者は低湿地、環境悪化地へと転出が続いて

いるものの、住宅所有について言えば、実勢地価の高騰 により、持ち家率が大阪市を中心に急

速に低下 しだ している。 また持 ち家と言って も分譲マソショソ居住者が大幅に増え、1983年 に

はすでに、持ち家の26.4%に も達 してお り、1990年 時点には同3分 の1に も達 しているものと

思われる。1970年 には僅か4.4%で あった事を考えると、 「土地無 し」持ち家層の大幅な増加

も目立つ。(図8)
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この事実は、図8で 確認 されるとおり、住宅地の実質地価が、5分 位の1位 で90万 円、3位

で36万 円、5位 で21万 円で、大阪府下では、1位 ですら、住宅地 としての条件が悪 く、地価の

安い宅地(例 えば、門真や寝屋川のはずれ、南大阪では都心より20km以 南)し か実勢地価と均

衡 しな くなった。10分 位の1位 では130万 円とな り、やっと枚方、堺あた りに手が届 く程度に

なっている。

2)商 業地について言えば、面積的には、好景気を反映 して、府全体では1978～84の 間に0.5

%程 度の面積増加(売 り場面積は11.1%の 増加)で あったが、大阪市に隣接する郡では15～30

%増 と多かった。

商業地の実質地価を見ると、1965年 では地価のプライス リーダーであった銀行やデパー トも

それぞれ、3000万 円(都 心の大銀行は6000万 円)、4000万 円と単独では実勢地価を上回れなく

なった。即新たに都心部に立地するのには、他のオフィスを伴 った高層 ビルに入居する形(再

開発事業などがそのチャソス)で しか進出できなくなっている。1981年 に降っては 目ぼしい再

開発事業は少なく、デパー ト、スーパー共に、その数は余り増加 していない。

3)工 場について言えば、80年 代に入ってから、全域的に転出の傾向が続いている。 しかし、

工業の中でも、都心型の付加価値の高い印刷 ・出版業が生野、東成、東住吉の各区で増加 した

り、Nonbasic型 の工場でも、比較的付加価値の高い電気、機械工業を中心に、門真、大東、

東大阪の各市で増加の傾向がみられる。前者の実質地価は160万 円、後者 も80万 円と高 く、新

規立地する場所 も実勢地価に近 く理論的にも存立基盤があると言える。

大阪圏における住宅問題と対策

前 述 の 如 く、地 価 と土 地 利 用 形 態 の 変 動 が 強 い 関 連 を持 っ て い る事 を理 論 的 に も裏 付 け られ

て い るが 、現 実 の 土地 利 用 を め ぐる状 態 を 宅地 に しぼ って述 べ 、後 で そ の 解釈 等 を検 討 した い。

オ フ ィス につ い て は 、東 京 で の 「一 極 集 中 」 に よ る極 端 に上 昇 した オ フ ィ ス使 用 に よ り、 大

阪 圏 は、 東 京 圏 に比 して 、 オ フ ィ スの 賃 貸 料 に つ いて は 、最 高 ポ イ ソ ト当 りのm2、 東 京 が13万

円 に対 し、大 阪 が 同3.5万 円 と、 東 京 で 言 えば 副 都 心 よ り レベ ル の 低 い大 崎 あ た りの レベ ル と

な っ て い る。 従 っ て これ が最 高 地 価 に も多 少 反 映 し、実 勢 地 価 で は 、東 京 の 銀 座 でm2当 り1.63

億 円 に対 し、大 阪 駅 前 が1.54億 円 と の差 に な っ て顕 わ れ て い る。

然 し、 事 、 住 宅地 に つ いて 言 え ば 、東 京 圏 と大 阪 圏 の住 宅 地 の価 格 差 は 、殆 ん ど な い。 即 ち 、

東 京 で地 価 高騰 の始 ま った次 年 の1987年 で は 、大 阪 は東 京 の53.6%、1988年 に は43.4%と 大 き

く差 が つ いた が 、 大 阪 も1988年 か ら地 価 急騰 期 に入 り、1990年 に は 、m2当 り、東 京 が52.1万 円 、

大 阪 が47.6万 円 と、大 阪 も東 京 の91。4%と 、 大 差 が な くな った。 又 、 新 築 分 譲 マ ソ シ ョソ価 格

も、1989年7月 あ た りで は 、東 京5,000万 円 に対 し、大 阪3,484万 円 と か な りの 差 が あ った が 、

1990年3月 に5,208万 円 と 同額 に な り、 同年4月 に は 、逆 に 、 大 阪 が6,439万 円 に 対 し、 東 京5,

785万 円 と大 阪 圏 の 方 が 分 譲 マ ソ シ ョソの値 が 高 くな って し ま った 。9)つま り、商 業 地 で は幾 分 、

東 京 に地 価 に差 を つ け られ て い る とは 言 え、 住 宅 地 に つ い て 言 え ば 、大 阪 も東 京 と負 けず 劣 ら

ず 高 地 価 に喘 ぐ事 に な っ た。

この大 阪 圏 で の地 価 高 騰 ブ ー ム を反 映 して住 環 境 に つ い て 次 の よ うな事 が 出 て 来 た 。

1)も と も と大 阪 の住 条 件 は劣 悪 だ っ た が 、 この 間 に 尚0層 の 傾 向 を 強 め た 。 即 ち、 大 阪 府 は

住 環 境 が 東 京 に比 して も悪 く、 平 均 居 住 水 準 未 満 が 全 世 帯 の65.3%の173万 世 帯 、 更 に、 最 低

居 住 水 準 の世 帯 が 同18.9%の50.4万 世 帯 に も及 び 、 一 住 宅 当 りの敷 地 面 積 も、 全 国で 最 も小 さ

く、 全 国 平 均 の48.6%の126m2(38.2坪)と 住 条 件 が 最 悪 と な っ た 。 正 に、 欧 米 人 が 「兎 小 屋 」

と称 され る 日本 家 屋 の 典型 が 当 て は ま る よ うで あ る。10)
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2)こ の住条件の悪化に追いうちをかけるかのように、法人による土地の買占め、地上げ屋の

暗躍が見られる。地 目別の個人 ・法人別所有面積の推移を見ると、大阪圏の地価上昇が急になっ

た1988年(昭 和63年)か ら個人の所有面積が減少 し、代 って、(個 人所有の土地を買収 して)

法人の所有面積が大幅に増加 し出 した。1988～89の1年 間には、個人所有の面積が78ha(1.2

%)の 減少に対 して、法人所有の面積が306ha(7.8%)も の増加 となっている。 とりわけ、

個人所有の土地の法人所有者への転換へは、多分に 「地上げ屋」など悪質な不動産仲介業者を

使 っているケースも目立ち 「強制的」な立ち退 きの恐怖に脅かされている住民の住宅問題は深

刻である。 まず何より、資金力のある法人所有への大量の土地転換は、地価上昇につながる危

惧を孕 んでいる。(表1)
(単位ha)

表1地 目別,個 人,法 人別所有面積の推移(大 阪市)

年 度S50S62S63平 元(元 年一62)(元w/62)

地 目 計

個 人 6,622 6,700 s,ss2 6,622 X78 X1.2%

法 人 4,163 4,131 4,177 4,437 306 7.4°/

計 10,785 10,831 10,839 11,059

3)地 価の急上昇により、相続税や固定資産税がべらぼうに上昇 した。相続税についても、そ

の金額が全国平均の80坪 程度'1)の敷地を持つ家でも、大阪市内では、実勢地価が860万 円(路

線地価500万 円)ぐ らいだと2.5億 円程度は相続税 として取られるので、自分の住んでいる土地

を手放 さざるを得なくなる。 また、地価高騰や、固定資産の書きi換えにより、大幅に資産税が

上が り、上記のようなケースでも、固定資産税評価地価が80万 円となり、1.4%の 税率で年間8

9.6万 円家屋 も含めると優に130万 円を超す額に達する、殊に、退職 して年金に頼っている老人

世帯にとっては月額8万 円を超す税は厳 し過 ぎ、 「居住権」を奪われ、今住んでいる家を売却

し、郊外の安い家賃の所へ転居せざるを得なくなる。正に無言の立ち退きになる。 このように、

地価高騰は、そ うでな くても、母都市から人口を郊外へ吸い出し、夜は人の住まないオフィス

ビルが主役の鉄とコソクリー トだけの、血の気の通わない街にする傾向が強まって来た。

土地。住宅政策について

大阪圏でも、今や、マソシ ョソでも6,000万 円、一戸建てとなると1人 当りの年収(500万 円)

の10倍 を遙かに超える事態に陥った。

1990年9月 に、 「土地 メーデー」が挙行 されたほど厳 しい段階に来た。 これに対 し、政府、

財界、労働界など各界で、それぞれの立場で、この土地住宅問題に取 り組 もうとする動きが出

て来た。

まず、政府は、1989年 に 「土地基本法」を制定 した。これにより(1)土地の公共性の認識の徹

底、(2)市外化区域内の農地の宅地並課税実施による土地供給の促進。(3)地価の監視強化(4)金融

機関の不動産部門への融資の制限。(5)土地の高度利用への誘導の土地政策を打ち出した。 しか

し、その法律の実効性については、抜け道(疑 似農地の出現.金 融の裏融資等)も 多 く疑問が

持たれている。

また、この法律を支援するかのように、 「大都市住宅地供給促進特別措置法」の制定や 「建
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築基準法」の一部改正、 「借地 ・借家法」の改正等により、容積率の上乗せなどをイソセソティ

ブとして、土地利用の高度化や高層住宅の建設を計 り、高地価に耐える街づ くりを促進 しよう

としている。

然 し、 この中でも、 「借地 ・借家法」の改正は、家主が高地価の地域で、土地利用の高度化

とい う名 目で中高層 ビル、マソショソを建てる場合は、借家人は、否応なしに家を追い出され

る事になる法律で、住宅問題に苦しんでいる住人にとっては厳 しい内容のものとなっている。

また、地価高騰を抑制するために、土地に対する課税を認めるため、政府は、実勢地価の約

10分の1と 言われている固定資産税評価地価を、実勢地価の約2分 の1(現 行の約5倍)と も

言われる路線地価に、固定資産税の基準を変更 しようと構えている。

そうでな くとも、地価高騰に伴 う、資産税評価の書き換えに怖えている市民が、更にその5

倍もの資産税の、企業、住民を問わない一律課題が課せ られる(先 述の80坪 の例だと年間の固

定資産税額が土地だけで448万 円にものぼる)と なると、 これは愈々大都市の土地は、一部の

有力企業だけのものとな り、住民や生業的な商。工業者(こ れが実に都市の街の個性的な景観

を形づくる)を 追い出 して しまう事になる。

こうなっては、大阪市に住めなくなった住民が大量に郊外へ移 り住むため郊外の土地は急騰

すると共に、都市の中心は有力企業の買い占めが始まるため、これ又、地価が上がる事にな り、

とて も地価対策 として受け入れられるものにはならない。

政府も当初は一律課税でな く、遊休地、未利用地にターゲ ットを当て、 これらの土地を有効

に利用すべく、又、土地の供給量を増やすためとして課税の予定であった。 しか し、現実に、

これらの土地の大半を、有力企業が握 ってお り、企業側からの反発を招いて立消えになったよ

うである。

一般的に言って著者は、土地税制には限度があると思 う。欧州などのように思い切 ってキャ

ピタルゲイソ(Capitalgain)課 税をやるというのも一つの手であろうし、1989年 から韓国で

実施 されている土地税制一キャピタルゲイソへの大幅課税、660m2を 超える土地については実

勢地価の6%も の重課税を課するというキャピタルゲイソへの大幅課税一 も一つの手であろう

と考える。 しか し、地価の本質、それは、その土地を使 う事によって生ずる利潤がそのペース

にある事を考えれば、その発生源か らも手を打つべきではないか。

即ち、大 きな超過利潤をあげている企業。高額の所得や株など不労所得の多い市民への思い

切 り高い課税 も併せ考えないと意味が無いと考える。

前者としては、所得については、特別優遇税をやるのでな く、逆累進的に大 きく税をとり、

後者については、有価証券取引税の強化(例 えば現行の0.07%を 欧州並みの0.25～0 .5%ま で

引き上げたり、企業のそれと同 しくより一層所得の累進課税をするのも一つの方策であろう。

そ して、この強化 した税を惜 しげな く、住宅用地を政府や自治体 など公共的団体が取得 し、

大量に安 くて良質の公共的住宅を建設 し、住宅に困窮 している住民に 「住宅権」を保証する事

が更に大切な事である。
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Summary

Inordertogetsomehintsforthesolutionofthelandpricehikeproblem,theauthor

analysedJapaneselargecitiesfromvieupointoftheeconomicalrelationshipbetweenlanduse

andlandprice.Throughtheanalysishepointedoutthattherewasacloserelationbetween

them;Thelandusechangewasbasicallybasedontheruleofeconomicpowerofland.

Nowtherehasbeenanabnormallykeenlandpricehikesince1986stimulatedbythelow

bankingrate.Thehighestlandpricehasrisensohighashalfamillion$1msinTokyoand

Osaka.

Thesehighlandpricehasbeenbroughtbythefollowingthings

1)muchprofitsfrominvestmentsoverseas

2)relativelylowtaxratetowardslargercampanies

3}severeexploitationfromlaborer

Atanyrateithasbeenbecomingevenmoreharderforlaborerstoobtaintheirown

housings;

Evenaapartmenthousewith3-4roomscostsabout400.000$

asingleunithousecosts1-1.5million$whichneedsmorethantentimesannualsalaryof

acommonworker.

Inordertoamerioratethissituation,somestepshavebeen,orwillbetakenbygoverments.

TochikihonhouorBasicLowforLandPricePolicyhasjustlaunched,whichmaycontribute

thefollowingthings;

1)Loweringthelandprice

2)Providingalotsofaccomodations

Howevertherewereindeedsomedefectswiththelow;Thisislittlepenaltiesforthe

outbreaks.Financialassistancestothestepstoachievetheprojectsareratherweaker....

Here,Iproposethefollowingprocedures
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1)Taxrateshouldbemoreincreasedinproportiontothesizeoftheprofitgainedatthe

company.

2)Laborer'sWageshouldbeamerioratedbychangingthedivisionrateofthevalueadded

betweenlaborerandcapitalownes.

3)Alargenumberofcheapbutniceaccomodationsshouldbebuiltimmediately.

Atanyrate,Citizensshouldrequesttherightof`accomdation'moreloudly!


